
●基本戦略の名称

水産経
営課

水産経
営課

廃止 終了 現状維持

5 57 9 87

　施策：（１）水産業の収益性向上に向けた取組の強化

　事業群：①経営改善計画の策定及び実行による漁業者の経営力強化

　事業群：③しごと創出のための雇用型漁業の育成

評価対象事業件数

統合 縮小

55%3% 36% 6%

158件 ３１年度の方向性

拡充 改善

名　　称
力強い産業を創造する長崎県
    ８．元気で豊かな農林水産業を育てる

評価対象事業延べ件数

50%

拡充 改善 統合 縮小 廃止 終了 現状維持

2 2

50%

主な評価
対象事業

事業
所管

事業内容
（事業の実施状況）

見直し
区分 見直しの方向

4件 ３１年度の方向性

水産業所
得向上支
援事業

漁業者の経営強化のために
関係機関が連携して経営指
導・支援を行うとともに、経営
感覚・意識を醸成する機会を
提供しながら、優良漁業経営
体の育成を図り、漁業所得向
上を推進する。

改善

事業期間は平成30年度からの3年間であり、引き続
きモデル型経営計画の策定を進めていく。また、取
組の成果等を把握しながら、優良事例を地域へ波及
させることで経営指導のさらなる加速化を進めると
ともに、経営塾事業では、カリキュラムを経営安定
に直結させるように常に見直していく。

新水産業
経営力強
化事業

浜プラン・地域別施策展開計
画を基軸として、H27以降に
経営指導・支援体制で育成し
た収益性の高いモデル型経
営体の取組事例の普及を進
め、所得向上と優良経営体
育成の加速化を図るととも
に、漁家所得向上、安定経営
を目的とした漁協や市町等
が行う漁村の生産基盤整備
や活性化の取組、漁協の経
営力強化を併せて支援する。

現状維持
事業期間は平成30年度からの3年間であり、経営計
画に基づく取組を支援することで、漁業者の所得向
上を進めることとする。



水産経
営課

漁政課

漁業振
興課

地域を担う
漁協機能
強化支援
事業費

漁協の機能強化を図り、強い
漁業経営体をつくるため、漁
協指導事業の強化、経営不
振漁協の財務改善、組織再
編等による経営基盤強化の
取組を支援した。

現状維持

平成32年度（事業最終年度）においても、地域に貢
献する漁協の機能強化を図るため、引き続き、県・
市町・系統団体等が一体となって、経営不振漁協の
財務改善や組織再編等による経営基盤強化等に向け
た取り組みを支援し、漁業者の経営改善を図る。

雇用型漁
業育成支
援事業費

定置網漁業、中小型まき網
漁業について、生産設備の
導入・改善や加工・流通・観
光等に一体的に取り組む優
良な経営モデルづくりを推進
した。

改善

事業期間は平成28年度からの5年間であり、これま
でに策定したモデル計画に基づく取組状況やその成
果等を把握しながら、策定地区の拡大と地域への取
組の普及を進めることとする。

　事業群：②漁業・養殖業の収益性向上

評価対象事業件数

9件 ３１年度の方向性

拡充 改善 統合 縮小 廃止 終了 現状維持

9

　事業群：④本県水産物の県内・地域内向け供給体制の強化

　事業群：⑤大消費地のニーズ等に応じた商品づくりと付加価値の向上

100%

主な評価
対象事業

事業
所管

事業内容
（事業の実施状況）

見直し
区分 見直しの方向

養殖産地
育成計画
総合推進
事業

各養殖産地の特徴を活かし
た、国内外の市場ニーズに
対応した魚づくりや販路拡大
に必要な中核グループの共
同取組等をとりまとめた「養
殖産地育成計画」を12地区
において策定した。

現状維持

養殖業者の所得向上並びに雇用拡大を推進するため
には、養殖産地の特徴を活かし国内外の市場ニーズ
に対応した魚づくりや計画生産・販売等の実践が必
要であるため、今後も事業を継続する。

評価対象事業件数

4件 ３１年度の方向性

拡充 改善 統合 縮小 廃止 終了 現状維持

1

25% 50% 25%

1 2



水産加
工流通
課

水産加
工流通
課

水産加
工流通
課

見直しの方向

平成「長崎
俵物」PR事
業

本県水産加工品のリーディン
グ商品である平成「長崎俵
物」について、首都圏・県内
等においてプロモーション活
動,商談会参加及びアンテナ
ショップの店頭を使ったPRを
行い、県内外における平成
「長崎俵物」のブランドイメー
ジの定着を目指した。

改善

平成「長崎俵物」は平成11年から続く本県水産加工
品のリーディング商品であり、今後も引き続き県内
外におけるＰＲ活動を続けていく必要がある。その
上で、俵物のカテゴリー新設や専門のマネキン養成
等の検討を行うことにより、俵物の更なるブランド
力強化と消費拡大に向け、本事業を展開していく。

主な評価
対象事業

事業
所管

事業内容
（事業の実施状況）

見直し
区分

統合 縮小

ながさきの
おいしい魚
消費拡大
事業

長崎県の海の幸を知ってもら
い、もっと食べてもらうため
「長崎県の魚愛用店」のPRと
県内外への魚食普及の取組
を支援し、県産水産物の消費
拡大を推進した。

改善

認定店の維持拡大を推進しつつ、観光との連携によ
る外食産業等での県産魚の利用促進を図るととも
に、魚食普及活動により、家庭内外で県産魚を食べ
る機会を増やすとともに、県産魚の美味しさを認識
してもらうことにより、水産県長崎の認知度向上と
県産魚の消費拡大を図る。加えて、民間業者等が計
画する県産水産物の販売拠点施設整備の実現に向
け、必要な支援を検討する。

市場ニーズ
に対応した
加工・流通
対策事業

県産水産物販売力強化につ
ながる大消費地の量販店等
のニーズに対応するため、漁
業関係団体等が取り組む協
業化の推進及び新たな商品
開発並びに大量かつ安定的
な供給に対応した生産体制
づくりを支援した。

拡充

平成28年度から大消費地の量販店等のニーズに対応
するため、漁業団体、水産加工組合、加工業者、行
政等が連携・協力して協業化を推進し、新たな商品
開発と安定供給に対応した生産体制づくりを整備し
てきたところである。
今後はこの生産体制を十分活用して、更なる販路拡
大を図るとともに、生産者と加工業者の連携体制の
構築を推進し、加工原料等の保管機能強化による商
品の安定生産、安定供給を可能とするなど、県産水
産物の販売力強化を図る施策を検討していく。

2件 ３１年度の方向性

拡充 改善

　事業群：⑥輸出拡大に資する流通・輸送体制の構築

　事業群：⑦海外で評価される魚づくり

　事業群：⑧高度衛生管理やコスト削減に対応した流通体制の構築

評価対象事業件数

廃止 終了 現状維持

2

100%



水産加
工流通
課

水産加
工流通
課

見直しの方向

1

主な評価
対象事業

事業
所管

事業内容
（事業の実施状況）

見直し
区分

縮小 廃止 終了 現状維持

9% 82%

市場ニーズ
に対応した
加工・流通
対策事業

県産水産物販売力強化につ
ながる大消費地の量販店等
のニーズに対応するため、漁
業関係団体等が取り組む協
業化の推進及び新たな商品
開発並びに大量かつ安定的
な供給に対応した生産体制
づくりを支援した。

拡充

平成28年度から大消費地の量販店等のニーズに対応
するため、漁業団体、水産加工組合、加工業者、行
政等が連携・協力して協業化を推進し、新たな商品
開発と安定供給に対応した生産体制づくりを整備し
てきたところである。
今後はこの生産体制を十分活用して、更なる販路拡
大を図るとともに、生産者と加工業者の連携体制の
構築を推進し、加工原料等の保管機能強化による商
品の安定生産、安定供給を可能とするなど、県産水
産物の販売力強化を図る施策を検討していく。

輸出拡大に
向けた流
通・販売強
化事業

・中国や米国、東南アジアに
て商談会やフェアを開催、本
県水産物のＰＲを行った。
・県内２ヶ所でＨＡＣＣＰ講習
会及び一般的衛生管理講習
会を実施した。

拡充

・トライアル輸送の結果を踏まえ、通関や手続き等
にかかる課題を抽出し、関係者と検証を行いながら
本格実施を目指す。
・Ｈ29の国費予算要求時に国庫事業の条件として複
数の産地が連携した輸出を推進することとなってお
り、本県のように産地単独でのＰＲを行なう場合は
助成対象外となった。Ｈ30予算要求時は該当する項
目がなく申請すらできない状況であった。県水産物
の輸出は順調に実績を伸ばしてきており、この動き
にブレーキがかかることのないよう、県単位で独自
にＰＲを行う輸出事業について、国庫事業として認
めてもらうよう国に対しさらなる働きかけを行う。
・中国への輸出拡大について、本格化に必要な環境
の整備を図るため、協議会等への支援をさらに拡大
していく。
・新規輸出販路の開拓として新たにEU等関係国への
市場調査･試験出荷を実施し、輸出可能性について
調査・検討を行う。（H30新規）31年度については
関係者と協議を行いながら実際の輸出について検討
を進め、必要な支援を実施していく。

評価対象事業件数

11件 ３１年度の方向性

拡充 改善 統合

9

9%

　施策：（２）活力にあふれる浜・地域づくりと漁場・漁村の整備

　事業群：①「浜の活力再生プラン」の作成と具体化の推進などによる浜
　　　　　　と地域の活性化

　事業群：②他産業との連携強化などによる浜の活性化

　事業群：③資源管理の推進

1



漁政課

漁業振
興課

漁業取
締室

見直しの方向

離島漁業
再生支援
費

次の取組を行う漁業集落に
対し、市町を通じ交付金を交
付した。
①基本交付金
　・漁業の再生に関する話し
合い
　・漁業の生産力向上に関す
る取組
　・漁業の再生に関する実践
的な取組
②新規就業者に対する漁船
リース
③特定有人国境離島地域に
おける雇用創出活動への支
援

現状維持

特定有人国境離島漁村支援交付金については、国及
び関係市町との情報交換を積極的に行い、漁業集落
が行う雇用創出活動を推進するとともに、雇用の定
着が図られるよう支援･指導を行っていく。
なお、新規就業者特別対策交付金の平成32年度以降
の対応については、国における見直しの方向を踏ま
えて検討する。

主な評価
対象事業

事業
所管

事業内容
（事業の実施状況）

見直し
区分

放流用種
苗生産委
託費

県内漁業者の需要に基づ
き、栽培漁業センターで9魚
種2,595千尾の魚介類種苗を
生産した。

改善

漁業者等の需要数量に対し100％の供給を行い、多
種多量の放流用種苗を一括して生産できる機関は県
栽培漁業センターに限られる。種苗放流事業を継続
して実施していくためには、魚介類種苗の安定的供
給は不可欠である。平成30年度も、種苗需要動向を
より的確に把握し、計画的な効率生産による安定供
給を目指していく。なお、公認会計士の指導の下、
生産経費の精査を行い、併せて供給単価についても
放流効果等を踏まえて再検討することで、より経済
的・効率的な事業となるよう見直しを行う。

漁業取締
費

・漁業違反事件の送致、行政
処分、取締関係機関との協
議及び研修等を行った。
・漁業取締船の維持管理を
適正に行い、漁業取締の充
実強化に努めた。
・密漁事犯の取締り及びその
防止対策を推進した。
・悪質漁業違反に対する夜間
取締体制の整備並びに効率
的な夜間取締を実施した。

現状維持
漁業取締を行うには取締船の維持管理、取締体制の
整備は不可欠なものであり、今後も本事業を継続す
る。



漁業取
締室

漁港漁
場課

漁港漁
場課

漁港漁
場課

　事業群：④「藻場回復ビジョン（仮称）」に基づく総合的な藻場回復な
　　　　　　ど漁場づくりの推進
評価対象事業件数

悪質密漁
監視事業
費

地域漁業の秩序づくりに努め
ている県内13地区の漁場監
視連絡協議会の活動の充実
を図るとともに、各協議会と
の連携を強化し、漁業者自ら
による密漁防止活動への助
成を行った。

終了

本事業による漁業者自らが実施する漁場監視につい
ては、各海域の操業実態、違反発生状況に応じて、
重点的な対応が必要とされる漁業違反を主な対象に
活動が行われ、検挙につながった違反確認情報の提
供があるなど漁業違反の抑止への効果が得られた。
しかしながら、依然として漁業違反はなくなってお
らず、今後も悪質化・巧妙化が進む近年の漁業違反
に対応していく必要がある。さらに、国の「水産政
策の改革」により資源管理の強化が示されており、
密漁監視・抑止に対する役割は大きくなると考えら
れる。そのため今後は、効率的、効果的な監視・抑
止活動や取締り体制の整備などについて新規事業で
対応する。

20% 40%

拡充 改善 統合 縮小 廃止 終了 現状維持

1 2 2

40%

主な評価
対象事業

事業
所管

事業内容
（事業の実施状況）

見直し
区分 見直しの方向

5件 ３１年度の方向性

藻場回復
等総合推
進事業費

漁業者や行政等が連携し、
藻場回復技術の検証、技術
普及啓発を実施するととも
に、藻場回復ビジョンに沿っ
て漁業者等の活動組織の育
成、取組を支援した。

拡充

平成31年度以降も、漁業者自ら藻場回復活動に取組
む藻場見守り隊と地域藻場回復計画の履行に対し、
積極的に回復活動に取組む地区への支援を継続す
る。新技術実証試験（網仕切り式の藻場再生試験）
については、国の調査事業を活用して、H３２年度
まで継続し、最終年度にカイドラインを策定する予
定。

漁場環境
保全対策
費
（トビエイ駆
除）

有明海においてナルトビエイ
によるアサリ、タイラギ等の
食害を軽減するため、諫早湾
内の漁協で構成する共同体
へ委託し、買い取り方式によ
りナルトビエイの駆除を行っ
た。

改善

平成31年度以降も、有明海の有用二枚貝類の減少対
策として、来遊するナルトビエイの駆除を他の有明
海３県（佐賀県、福岡県、熊本県）と連携して、継
続していく必要がある。
事業の効率的な推進のために、他県の実施状況、実
施方法などについて情報収集を行う。

水産基盤
整備事業
効果調査
費

人工魚礁漁場の利用促進及
び効果的な漁場造成のため
の知見蓄積を図り、造成漁場
の現況調査や魚礁利用研修
会を実施した

改善

魚礁の現況調査と利用促進による生産性の向上は、
公共事業の推進上、必要不可欠であり、平成31年度
においても、これまでの調査等で得られたデータを
踏まえ、効果的な漁場造成と漁場利用に必要な知見
の蓄積、操業コストの削減効果等の項目を加えた分
析を今後も継続することにより、各種事業と連携し
ながら水産業振興基本計画における漁業所得の向上
に努めていく。



漁港漁
場課

漁港漁
場課

農産園
芸課

　事業群：⑤漁港整備や浜の環境整備の推進

評価対象事業件数

拡充 改善 統合 縮小 廃止 終了 現状維持

2 6

25% 75%

主な評価
対象事業

事業
所管

事業内容
（事業の実施状況）

見直し
区分 見直しの方向

8件 ３１年度の方向性

ＦＲＰ漁船リ
サイクル処
理体制づく
り事業

五島市、新上五島町におい
て、FRP漁船リサイクルシス
テムによるFRP漁船の廃船
処理を促進する体制づくりの
ため、地元自治体・漁協等と
調整を行った。

終了
今年度、五島地区で実施予定の実証試験の結果を、
県内の他の離島地区に紹介し、離島地区におけるリ
サイクル処理を推進する。

農村漁村
生活環境
整備事業
交付金費

漁業集落環境整備事業のう
ち平成20年度より漁業集落
排水整備を行っている1地区
に対し、事業を促進するため
の補助を行った。

終了
平成29年度には繰り越したため完了しなかったが、
平成30年度に芦辺漁港（瀬戸芦辺地区）が事業完了
予定であり、これにより事業が終了する。

　施策：（３）農林業の収益性の向上に向けた生産・流通・販売対策の
　　　　　　　強化

　事業群：①品目別戦略の再構築（水田）

評価対象事業件数

2件 ３１年度の方向性

拡充 改善 統合 縮小 廃止 終了 現状維持

1 1

50%

主な評価
対象事業

事業
所管

事業内容
（事業の実施状況）

見直し
区分 見直しの方向

50%

儲かるなが
さき水田経
営育成支
援事業費

売れる米づくりや水田農業に
よる所得向上を推進するた
め、水稲高温耐性品種の生
産拡大、県民米ブランド化の
推進、実需者ニーズの高い
麦・大豆等の生産拡大、排水
対策など水田汎用化による
高収益品目導入等水田フル
活用の取組を支援した。

改善

これまで、高温耐性品種は、「にこまる」、「つや
姫」、「おてんとそだち」の推進を図ってきたが、
「おてんとそだち」が多肥栽培により食味の低下が
見られ、需要が低下したため、推進を取りやめ、新
品種「なつほのか」及びプレミアム米・業務用米な
ど新たな需要に応える生産体制を整える。



農産園
芸課

農産園
芸課

　事業群：①品目別戦略の再構築（果樹）

評価対象事業件数

40%

拡充 改善 統合 縮小 廃止 終了 現状維持

2 3

60%

主な評価
対象事業

事業
所管

事業内容
（事業の実施状況）

見直し
区分 見直しの方向

5件 ３１年度の方向性

チャレンジ
園芸1000
億推進事
業費

園芸産地の5年後の目標を
定めた「産地計画」の策定及
び計画実現に向けた活動の
支援を図る。平成37年の園
芸産出額1000億円達成を目
指し、定時・定量・定質出荷
の実現や収量・品質の向上
を図るための環境制御機器
等の導入を支援する。また、
担い手の規模拡大を図るた
め、作業の分業化、省力化
施設の整備を行う。

改善 平成31年度においては、環境制御技術導入効果が整
理できた品目を追加する。

次世代へつ
なぐ果樹産
地活性化
推進事業
費

担い手の規模拡大、ブランド
力強化、消費構造の変化に
応じた消費拡大対策等を推
進し、農家の所得向上と産地
の活性化を図ることを目的と
した、「第11次長崎県果樹農
業振興計画」の達成のため、
支援を行った。

改善

果樹産地の活性化に向けた取り組みを推進する上
で、ブランドみかん生産を拡大するために指定園制
度の充実と樹園地の基盤整備の推進を図るととも
に、基盤整備完成地区での早期営農確立に向けて、
早期成園化の技術支援を強化する。

　事業群：①品目別戦略の再構築（施設野菜）

評価対象事業件数

8件 ３１年度の方向性

拡充 改善 統合 縮小 廃止 終了 現状維持

2 6

75%25%



農産園
芸課

農産園
芸課

農産園
芸課

主な評価
対象事業

事業
所管

事業内容
（事業の実施状況）

見直し
区分 見直しの方向

　事業群：①品目別戦略の再構築（露地野菜）

評価対象事業件数

野菜産地イ
ノベーショ
ン推進対策
事業費

本県農業を牽引する野菜に
おいて、基幹品目のいちご、
アスパラガス及びばれいしょ
のさらなる推進を行うととも
に、水田等への野菜作付の
拡大、施設園芸における新た
な複合環境制御技術の導入
による単収向上及び実需者
ニーズに対応した生産流通
体制の強化を進め、本県野
菜の生産振興を図った。

現状維持

本事業の成果として野菜の産出額は順調に増加して
きており、今後も引き続き、ばれいしょ「こだわり
産地づくり」の推進や産地強化に向けた新規品目の
導入等、本県野菜産地の更なる拡大に向け、事業効
果の検証を関係団体等も含めて協議しながら、本事
業を継続していく必要がある。

産地総合
整備対策
事業費

園芸産地の競争力強化に向
けた生産体制の整備を図る
ため、集出荷貯蔵施設、低コ
スト耐候性ハウス等の共同
利用施設の導入に取り組ん
だ。

改善

国の強い農業づくり交付金に加え、産地パワーアッ
プ事業を活用し、低コスト耐候性ハウスや選果選別
機の導入等に取り組んでおり、平成31年度も継続し
て事業を実施する。
ハウスの整形化等により、ハウス建設コストの縮減
を検討する。

チャレンジ
園芸１０００
億推進事
業費

園芸産地の５年後の目標を
定めた「産地計画」の策定及
び計画実現に向けた活動の
支援を図る。平成37年の園
芸産出額1000億円達成を目
指し、定時・定量・定質出荷
の実現や収量・品質の向上
を図るための環境制御機器
等の導入を支援する。また、
担い手の規模拡大を図るた
め、作業の分業化、省力化
施設の整備を行う。

改善 平成31年度においては、環境制御技術導入効果が整
理できた品目を追加する。

25%

拡充 改善 統合 縮小 廃止 終了 現状維持

2 6

75%

8件 ３１年度の方向性



農産園
芸課

農産加
工流通
課

農産園
芸課

主な評価
対象事業

事業
所管

事業内容
（事業の実施状況）

見直し
区分 見直しの方向

野菜産地イ
ノベーショ
ン推進対策
事業費

本県農業を牽引する野菜に
おいて、基幹品目のいちご、
アスパラガス及びばれいしょ
のさらなる推進を行うととも
に、水田等への野菜作付の
拡大、施設園芸における新た
な複合環境制御技術の導入
による単収向上及び実需者
ニーズに対応した生産流通
体制の強化を進め、本県野
菜の生産振興を図った。

現状維持

本事業の成果として野菜の産出額は順調に増加して
きており、今後も引き続き、ばれいしょ「こだわり
産地づくり」の推進や産地強化に向けた新規品目の
導入等、本県野菜産地の更なる拡大に向け、事業効
果の検証を関係団体等も含めて協議しながら、本事
業を継続していく必要がある。

フードクラ
スター構築
支援事業
費

県及び地域に加工業務用産
地育成協議会を設置し、産地
と地域内外の食品事業者と
の情報交換やマッチングを行
い、加工業務用産地の育成
や6次産業化・農商工連携の
取組を推進した。

改善

県内の加工業務用産地では、たまねぎ、キャベツの
規模拡大が図られ、定着化が進み、平成28年度にた
まねぎで問題になったべと病対策の実施により、出
荷量が増加するなど、成果が上がった。しかし、加
工ほうれんそうなど品目によって、実需者のニーズ
に対応できていない品目もあるため、平成31年度は
実証圃の設置および生産検討会や排水対策の実演会
等の実施により、生産技術の向上を図り、産地拡
大、機械導入のために活用できる補助事業の活用推
進を図る予定である。
各産地では平成28年度に「産地育成プログラム」を
策定し、生産者の技術向上を目指して①産地の課題
解決のための実証圃設置など活動支援、②指導者の
資質向上のための研修会の開催、③実需者ニーズに
対応した新たな品目に対するニーズを把握すること
としており、これまでの活動、成果を検証し、今後
も、産地の目標の達成に向けた取り組みを本事業で
支援を行う。

チャレンジ
園芸１０００
億推進事
業費

園芸産地の5年後の目標を
定めた「産地計画」の策定及
び計画実現に向けた活動の
支援を図るため、推進会議の
開催、産地の構造改革を推
進するための講座や研修会
の実施、産地の課題解決の
ためのアドバイザー派遣、定
時・定量・定質出荷の実現や
収量・品質の向上を図るため
の環境制御機器等の導入を
支援する。

改善 平成31年度においては、環境制御技術導入効果が整
理できた品目を追加する。



農産園
芸課

農産園
芸課

農産園
芸課

　事業群：①品目別戦略の再構築（花き）

評価対象事業件数

60%

拡充 改善 統合 縮小 廃止 終了 現状維持

3 2

40%

主な評価
対象事業

事業
所管

事業内容
（事業の実施状況）

見直し
区分 見直しの方向

5件 ３１年度の方向性

　事業群：①品目別戦略の再構築（工芸作物）

活力ある
「ながさき
の花」100
億達成プラ
ン推進事業
費

活力ある「ながさきの花」100
億達成プランに基づき本県
花き生産振興に向けた更な
る規模拡大、生産性・品質の
向上、生産コストの縮減、担
い手の確保、消費拡大や新
たな需要の創出、及び輸出
の拡大等に向けた以下の施
策に取り組んだ。
・花き輸出拡大支援研修会
の開催
・花き法人志向農家育成研
修会の開催
・技術検討会の開催
・県外における販路拡大のた
めの商談会開催

改善

花きの生産拡大を図るためには、平成31年度は、県
産花きのＰＲや生産者と実需者の情報交換の場を設
けるなどの販売促進事業の更なる拡充をはかる。ま
た、連作障害回避技術の確立を目指し、客土などの
効果を実証していく。
振興局と連携して、対象となる生産者を絞り込み、
重点的に規模拡大に向け、農地の流動化、補助事業
推進、法人化を見据えた研修会の開催などを行い、
目標達成を目指す。

産地総合
整備対策
事業費

園芸産地の競争力強化に向
けた生産体制の整備を図る
ため、集出荷貯蔵施設、低コ
スト耐候性ハウス等の共同
利用施設の導入に取り組ん
だ。

改善

平成30年度は、強い農業づくり交付金事業や産地パ
ワーアップ事業を活用し、花きの低コスト耐候性ハ
ウス導入について現在、計画協議中。
平成31年度も花き施設面積拡大に向け、低コスト耐
候性ハウスの導入を推進していく。すでに平成31年
度の要望もあがっているため、継続して事業を実施
する。
ハウスの整形化等により、ハウス建設コストの縮減
を検討する。

チャレンジ
園芸1000
億推進事
業費

園芸産地の5年後の目標を
定めた「産地計画」の策定及
び計画実現に向けた活動の
支援を図る。平成37年の園
芸産出額1000億円達成を目
指し、定時・定量・定質出荷
の実現や収量・品質の向上
を図るための環境制御機器
等の導入を支援する。また、
担い手の規模拡大を図るた
め、作業の分業化、省力化
施設の整備を行う。

改善 平成31年度においては、環境制御技術導入効果が整
理できた品目を追加する。



農産園
芸課

農産園
芸課

評価対象事業件数

67%

拡充 改善 統合 縮小 廃止 終了 現状維持

2 1

33%

主な評価
対象事業

事業
所管

事業内容
（事業の実施状況）

見直し
区分 見直しの方向

3件 ３１年度の方向性

チャレンジ
園芸1000
億推進事
業費

園芸産地の5年後の目標を
定めた「産地計画」の策定及
び計画実現に向けた活動の
支援を図る。平成37年の園
芸産出額1000億円達成を目
指し、定時・定量・定質出荷
の実現や収量・品質の向上
を図るための環境制御機器
等の導入を支援する。また、
担い手の規模拡大を図るた
め、作業の分業化、省力化
施設の整備を行う。

改善 平成31年度においては、環境制御技術導入効果が整
理できた品目を追加する。

茶・葉たば
こ等産地構
造改革推
進事業費

足腰の強い経営体の育成と
優良品種、新技術の導入に
よる産地の構造改革と全国
お茶まつりを契機とした県産
茶の知名度向上及び消費の
拡大を図り、本県茶産地の維
持、拡大と農業所得向上に
取り組んだ。
　葉たばこの生産技術、経営
力の向上を支援するととも
に、病害対策、肥培管理の徹
底などによる収量・品質の安
定に取り組んだ。

改善

本県産茶のＰＲなど認知度向上対策を更に加速化さ
せるとともに、消費拡大及び新たな販路拡大を目的
とした県内外に向けた「長崎玉緑茶」の情報発信を
行う。さらに、平成30年全国茶品評会及び日本茶
AWARDでの上位入賞を目指した取り組みを進める。
また、「長崎玉緑茶」とあわせて31年度から加工開
始するてん茶（抹茶の原料）の輸出拡大に向け、生
産・加工技術の確立及び輸出戦略を構築するなど、
改善を図る。

　事業群：①品目別戦略の再構築（肉用牛）

評価対象事業件数

13件 ３１年度の方向性

拡充 改善 統合 縮小 廃止 終了 現状維持

9 4

31%69%



畜産課

畜産課

畜産課

畜産課

長崎和牛の増頭と更なる品質強化を図るため、次世
代の優良雌牛の確保や、長崎和牛登録制度への加入
を条件にするなどの見直しを行なっていく。

主な評価
対象事業

事業
所管

事業内容
（事業の実施状況）

見直し
区分 見直しの方向

生産コストの低減により農家所得の向上を図るた
め、地域で協力・補完し合いながら飼料作物を生産
する組織の設立・育成の取組を支援し、自給飼料の
増産及び労力低減につなげていく必要がある。畜産
農家と耕種農家のマッチンング、優良品種栽培によ
る良質粗飼料の生産、ＷＣＳ栽培面積拡大による水
田の有効活用などを推進することで、より省力的・
効率的な自給飼料生産体制の整備を図る。

畜産クラス
ター構築事
業費

地域特有の実態を踏まえた
新たな取組を推進し、地域の
中心的な畜産経営体を育成
するため、高収益型畜産体
制（クラスター）を構築した。
　肉用牛では、増頭のための
牛舎整備や家畜導入のほ
か、肉用牛大学を開催し、地
域の生産性向上を推進した。

改善

平成27年6月に設立した県畜産クラスター構築協議
会の中で、地域の取組や優良事例などの意見交換を
行いながら、増頭や地域波及への効果の高い事業計
画の策定を指導し、本事業(国）の予算確保に努め
ていく。
また、県費の継足しについては、補助対象の重点化
や、補助率の見直しを検討する。なお、見直しに際
しては、生産者の負担増とならないよう、牛舎建設
コスト削減策について検討するとともに、生産性向
上や品質向上等による所得向上対策についてもあわ
せて検討する。

長崎和牛
生産強化
促進事業
費

肉用牛経営の所得向上を図
るため、繁殖農家に対する、
高能力繁殖雌牛の導入支援
を行った。また、肥育農家に
対しては、肥育素牛の導入
支援に加え、長崎型新肥育
技術、一貫生産体系の導入
による経営体質強化を図ると
ともに、長崎和牛の増頭によ
る産地強化を行った。

改善

肉用牛パ
ワーアップ
事業費

生産コストの高騰等の環境
変化に柔軟に対応するため、
一貫経営への転換を推進す
るとともに、低コスト牛舎の導
入や既存牛舎・空き牛舎の
補改修・増築等により増頭を
目指す経営体に対して支援
を行なった。また、放牧を積
極的に取り入れ、増頭及び
省力化を図る経営体に対し、
整備費用の一部を助成する
ことにより、肉用牛生産体制
の強化を図った。

改善

牛舎整備については、国庫補助事業により実施する
よう見直しを図り、低コスト牛舎仕様の普及や放牧
場の整備・補改修に加え、ICT技術及び機器の導入
整備に関する事業メニュー等の追加についても検討
していく。

飼料生産
総合対策
費

飼料生産に対する技術指導
のほか、飼料生産組織の設
立支援や放牧候補地の検
討・地権者とのマッチングな
どを行った。

改善



畜産課

畜産課

畜産課

畜産課

畜産課

肉用牛改良を効率的に進めるためには、優秀な県有
種雄牛を造成し、その利用拡大を図ることが重要だ
が、種雄牛造成には５年７ヶ月という長期間を要す
るため、継続的な取り組みが必要である。その中
で、候補牛選抜の精度や効率を上げるために、ゲノ
ム育種価による選抜や雌雄判別精液を活用した効率
的な雄子牛生産技術を取り入れるなど、最新技術を
積極的に導入することを検討する。

本事業は家畜伝染病の発生防止・まん延防止に不可
欠な事業であり、県も国の衛生対策方針に準じて、
継続的に実施していく必要がある。また、鳥インフ
ルエンザや口蹄疫等の越境性動物疾病の発生及びま
ん延防止のために、飼養衛生管理基準の遵守指導や
防疫マニュアルを充実させ、初動防疫態勢を強化す
るとともに家畜保健衛生所の機能向上を図る。

畜産コンサ
ルタント費

のべ40戸の畜産農家につい
て、財務内容や生産技術を
調査・分析し、経営・生産技
術改善に関する経営診断助
言書を作成した。助言書に基
づき、経営者、関係機関を含
めて、改善状況の確認と現
地指導を実施した。
　県下7地区において、 畜産
経営に必要な研修会を畜産
経営者又は指導機関を対象
として開催した。

改善

新規就農や異業種から肉用牛経営への参入事例が出
てきていることから、技術指導と組み合わせたコン
サルティングの実施等について、今後内容の見直し
を検討していく。

肉用牛改
良対策事
業費

肉用牛の産肉性、繁殖性等
経済能力の向上を図るため、
優良雌牛との計画交配、産
肉能力検定、受精卵移植、Ｄ
ＮＡ解析等を活用した能力の
高い県産種雄牛の造成と
データ収集及び育種価分析
等による能力の高い繁殖雌
牛の保留を推進した。

改善

肉用牛改
良センター
費

計画に基づく検定等の実施
により、優秀な県有種雄牛を
造成選抜し、凍結精液の製
造及び安定供給により肉用
牛の生産性向上を図った。

改善

肉用牛の改良は一朝一夕で進むものではなく、今後
とも継続的かつ効率的に実施していく必要がある
が、近年、高能力種雄牛を造成できている中で種雄
牛が大型化してきていることやその管理のための施
設の老朽化もあり、計画的な施設の改修を含めた取
り組みを見直していく。

家畜伝染
病予防対
策費

県内における口蹄疫等の家
畜伝染病の発生時に、迅速
な初動防疫対策により病原
体の封じ込めが可能となるよ
う体制を整備した。

改善

長崎県獣
医師確保
対策事業
費

産業動物診療獣医師や公務
員獣医師を確保するため、獣
医学専攻学生に対し修学資
金を貸与した。また、就職誘
引を図るため、インターンシッ
プ研修を実施した。

改善

安定的な獣医療の提供のためには、修学資金貸与事
業やインターンシップ研修による獣医大学生向けの
対策、既に免許を取得している獣医師向けには、本
県の魅力及び採用情報を新たな広報媒体としてSNS
等を活用し積極的に発信することにより本県への就
職誘引を推進する。



畜産課

畜産課

畜産課

畜産課

　事業群：①品目別戦略の再構築（酪農）

評価対象事業件数

11件 ３１年度の方向性

拡充 改善 統合 縮小 廃止 終了 現状維持

1 6

36% 9% 55%

4

見直しの方向

畜産クラス
タ―構築事
業費

地域特有の実態を踏まえた
新たな取組を推進し、地域の
中心的な畜産経営体を育成
するため、高収益型畜産体
制（クラスタ－）を構築した。
酪農経営については、搾乳
作業省力化のための施設整
備等を行った。

現状維持

畜産クラスター協議会において、地域の取組状況や
優良事例などの情報交換を行いながら、増頭や地域
波及への効果の高い事業計画（搾乳ロボット導入
等）の策定と実現に向けた指導を図る一方で、本事
業の予算（国）確保に努めていく。

主な評価
対象事業

事業
所管

事業内容
（事業の実施状況）

見直し
区分

ながさき畜
産収益力
向上対策
事業費

エコフィ－ドの活用を推進す
ることによって、収益性の高
い畜産経営を確立し、所得向
上を目指した。
※エコフィード（eco-feed）と
は、食品残さ等を利用して製
造された飼料のこと。食品リ
サイクルによる資源の有効
利用のみならず、飼料自給
率の向上等を図る上で重
要。

終了

事業期間を終え、事業の成果指標に掲げる目標
（H30：110件）に対し、実績（H29：107件）として
一定の成果があったことから本事業としての実施を
終了するが、引き続き、個別マッチング等を実施し
エコフィードの推進を図っていく。

酪農経営
安定対策
費

長崎県酪農・肉用牛近代化
計画及び長崎県家畜改良増
殖計画の達成に向け、高品
質乳用牛の導入支援と性判
別精液の活用による後継牛
の確保推進を行い、酪農経
営の安定を図った。

改善
事業要件のうち乳成分について、生乳取引基準に更
に対応していくため、これまでの乳脂率に加え、無
脂固形分率を入れること等を検討していく。

乳用牛改
良対策費

乳用牛の乳量及び乳質の向
上を図るため、乳用牛群検定
及び乳用種雄牛後代検定を
推進し、酪農家の経営安定を
図った。

改善 新たな牛群検定法の現地実証結果をふまえて、本事
業の見直しを検討していく。



畜産課

畜産課

長崎県獣
医師確保
対策事業
費

産業動物診療獣医師や公務
員獣医師を確保するため、獣
医学専攻学生に対し修学資
金を貸与した。また、就職誘
引を図るため、インターンシッ
プ研修を実施した。

改善

安定的な獣医療の提供のためには、修学資金貸与事
業やインターンシップ研修による獣医大学生向けの
対策、既に免許を取得している獣医師向けには、本
県の魅力及び採用情報を新たな広報媒体としてSNS
等を活用し積極的に発信することにより本県への就
職誘引を推進する。

家畜伝染
病予防対
策費

県内における口蹄疫等の家
畜伝染病の発生時に、迅速
な初動防疫対策により病原
体の封じ込めが可能となるよ
う体制を整備した。

改善

本事業は家畜伝染病の発生防止・まん延防止に不可
欠な事業であり、県も国の衛生対策方針に準じて、
継続的に実施していく必要がある。また、鳥インフ
ルエンザや口蹄疫等の越境性動物疾病の発生及びま
ん延防止のために、飼養衛生管理基準の遵守指導や
防疫マニュアルを充実させ、初動防疫態勢を強化す
るとともに家畜保健衛生所の機能向上を図る。

　事業群：①品目別戦略の再構築（養豚）

評価対象事業件数

7件 ３１年度の方向性

拡充 改善 統合 縮小 廃止 終了 現状維持

1 2 4

57%14% 29%



畜産課

畜産課

畜産課

畜産課

主な評価
対象事業

事業
所管

事業内容
（事業の実施状況）

見直し
区分 見直しの方向

畜産クラス
ター構築事
業費

地域特有の実態を踏まえた
新たな取組を推進し、地域の
中心的な畜産経営体を育成
するため、高収益型畜産体
制（クラスター）を構築した。
　豚においては、飼料米の導
入や、生産性を高めるための
施設導入の検討を行った。

現状維持 増頭や地域波及効果の高い事業計画の策定を指導し、国庫補助金の予算確保に努める。

ながさき畜
産収益力
向上対策
事業費

収益性の高い畜産経営を確
立し、所得向上を達成するた
め、養豚ﾍﾞﾝﾁﾏｰｷﾝｸﾞの導入
推進と優良種豚の導入を支
援した。
※ﾍﾞﾝﾁﾏｰｷﾝｸﾞ：自己の生産
指標や経営成果を数値化し、
優良他者と比較することで経
営改善を図る手法

拡充
肉豚の出荷頭数の増加と安定生産を図るため、これ
までの取組に加え、空き豚房の補改修や廃業施設等
の有効活用を検討していく。

長崎県獣
医師確保
対策事業
費

産業動物診療獣医師や公務
員獣医師を確保するため、獣
医学専攻学生に対し修学資
金を貸与した。また、就職誘
引を図るため、インターンシッ
プ研修を実施した。

改善

安定的な獣医療の提供のためには、修学資金貸与事
業やインターンシップ研修による獣医大学生向けの
対策、既に免許を取得している獣医師向けには、本
県の魅力及び採用情報を新たな広報媒体としてSNS
等を活用し積極的に発信することにより本県への就
職誘引を推進する。

家畜伝染
病予防対
策費

県内における口蹄疫等の家
畜伝染病の発生時に、迅速
な初動防疫対策により病原
体の封じ込めが可能となるよ
う体制を整備した。

改善

本事業は家畜伝染病の発生防止・まん延防止に不可
欠な事業であり、県も国の衛生対策方針に準じて、
継続的に実施していく必要がある。また、鳥インフ
ルエンザや口蹄疫等の越境性動物疾病の発生及びま
ん延防止のために、飼養衛生管理基準の遵守指導や
防疫マニュアルを充実させ、初動防疫態勢を強化す
るとともに家畜保健衛生所の機能向上を図る。

　事業群：①品目別戦略の再構築（養鶏）

評価対象事業件数

7件 ３１年度の方向性

拡充 改善 統合 縮小 廃止 終了 現状維持

2 1 4

29% 14% 57%



畜産課

畜産課

畜産課

畜産課

見直しの方向主な評価
対象事業

事業
所管

事業内容
（事業の実施状況）

見直し
区分

ながさき畜
産収益力
向上対策
事業費

試験研究の成果情報を提供
し、個別相談に応じながら、
地域特色ある銘柄作出に向
けて、卵用地鶏シンポジウム
（H29.6.23、愛知県）へ参加し
た。

終了

事業期間を終え、事業の成果指標に掲げる目標
（H30：1種）に対し、実績（累計：1種）として達
成したことから本事業を終了するが、引き続き、試
験研究の成果を踏まえ推進を図っていく。

畜産クラス
ター構築事
業費

地域特有の実態を踏まえた
新たな取組を推進し、地域の
中心的な畜産経営体を育成
するため、高収益型畜産体
制（クラスター）を構築した。
養鶏においては、クラスター
事業を活用して、飼養管理の
省力化につながるウィンドレ
ス鶏舎や付加価値向上のた
めの液卵加工施設の整備を
実施した。

現状維持

畜産クラスター協議会の中で、地域の取組や優良事
例などの意見交換を行いながら、増羽や地域波及へ
の効果の高い事業計画（ウインドレス鶏舎等）の実
現に向けて、本事業(国）の予算確保に努めてい
く。

長崎県獣
医師確保
対策事業
費

産業動物診療獣医師や公務
員獣医師を確保するため、獣
医学専攻学生に対し修学資
金を貸与した。また、就職誘
引を図るため、インターンシッ
プ研修を実施した。

改善

安定的な獣医療の提供のためには、修学資金貸与事
業やインターンシップ研修による獣医大学生向けの
対策、既に免許を取得している獣医師向けには、本
県の魅力及び採用情報を新たな広報媒体としてSNS
等を活用し積極的に発信することにより本県への就
職誘引を推進する。

家畜伝染
病予防対
策費

県内における高病原性鳥イ
ンフルエンザ等の家畜伝染
病の発生時に、迅速な初動
防疫対策により病原体の封
じ込めが可能となるよう体制
を整備した。

改善

本事業は家畜伝染病の発生防止・まん延防止に不可
欠な事業であり、県も国の衛生対策方針に準じて、
継続的に実施していく必要がある。また、鳥インフ
ルエンザや口蹄疫等の越境性動物疾病の発生及びま
ん延防止のために、飼養衛生管理基準の遵守指導や
防疫マニュアルを充実させ、初動防疫態勢を強化す
るとともに家畜保健衛生所の機能向上を図る。



林政課

林政課

林政課

林政課

　事業群：①品目別戦略の再構築（林産物）

評価対象事業件数

4件 ３１年度の方向性

拡充 改善 統合 縮小 廃止 終了

75%

現状維持

3 1

25%

主な評価
対象事業

事業
所管

事業内容
（事業の実施状況）

見直し
区分 見直しの方向

対馬しいた
け活性化対
策事業

しいたけ生産者の生産目標
等を取りまとめた産地計画の
作成、原木供給体制の確立
のための体制整備に市と連
携して取り組んだ。また、生
産施設の整備に対して補助
を行った。

終了

これまで対馬しいたけの生産を振興するための支援
として本事業を実施してきたが、今後、農山村の所
得向上を図るため、地域資源を活用した特用林産物
（森林から生産される木材以外の産物の総称）の生
産を一体として振興する事業の構築が必要である。
終期到来のため、本事業を終了し、特用林産物に係
る新規事業の実施を検討する。

合板・製材
生産性強
化対策事
業

地元説明会等を通じて事業
体や森林所有者に事業内容
の周知と事業実施の合意形
成を図り、間伐材の生産及び
路網整備等を一体的に実施
した。また、素材生産事業体
の生産性の向上を図るため、
高性能林業機械の導入を支
援した。

現状維持

生産性向上等、体質強化を図るための製材工場等の
整備と原木を安定的に供給するための間伐材の生産
及び路網整備等、川上から川下まで一体となった取
組を引き続き実施していく必要がある。平成31年度
も国制度を最大限に活用した施設整備、間伐材の生
産及び路網整備等を進めるため、国に事業継続要望
を行っていく。

新たな森林
のめぐみ活
用支援事
業

県が専門家を交えた協議会
を設立・開催し、県内におけ
る特用林産物の振興の方策
について検討を行った。

終了

これまで、新たな特用林産物（森林から生産される
木材以外の産物の総称）の生産振興を図るための支
援として本事業を実施してきたが、今後、農山村の
所得向上を図るため、地域資源を活用した特用林産
物の生産を一体として振興する事業の構築が必要で
ある。終期到来のため、本事業を終了し、特用林産
物に係る新規事業の実施を検討する。

五島ツバキ
活性化対
策事業

ツバキ林の結実促進及び生
育阻害対策の技術開発に資
する試験研究を行い、ツバキ
新商品開発のためこれまで
の試験研究の成果を事業者
に普及した。また、協議会が
行う収穫代理人制度の構築
及び市町が行うツバキ資源
の活用の取組に対して補助
を行った。

終了

これまで五島ツバキの生産を振興するための支援と
して本事業を実施してきたが、今後、農山村の所得
向上を図るため、地域資源を活用した特用林産物
（森林から生産される木材以外の産物の総称）の生
産を一体として振興する事業の構築が必要である。
終期到来のため、本事業を終了し、特用林産物に係
る新規事業の実施を検討する。



農産加
工流通
課

農産加
工流通
課

農産加
工流通
課

25%

　事業群：②品目別戦略を支える加工・流通・販売対策①

評価対象事業件数

8件 ３１年度の方向性

拡充 改善 統合 縮小 廃止 終了 現状維持

6 2

75%

これまで農業団体、県が一体となって卸売市場を協
力のもと関西地域での地域中核量販店との取組・連
携により、量販店での取扱量の増加など一定の成果
が見られることから、新たなエリアで同様の取組が
できないか検討が必要である。

主な評価
対象事業

事業
所管

事業内容
（事業の実施状況）

見直し
区分 見直しの方向

長崎和牛
銘柄推進
事業費

販促資材の製作や広告看板
の掲出、宣伝販売促進員に
よる試食ＰＲ販売を実施する
とともに、雑誌等媒体を活用
したプレゼント企画やフェア・
キャンペーンの実施、長崎和
牛指定店の店舗数拡大にも
取り組み、長崎和牛の販路
拡大・訴求力向上を図った。

現状維持

農業団体、流通業者、生産者、県から負担金の拠出
により長崎和牛の銘柄確立に向けて協議会による統
一したＰＲ事業を展開しているものの、他銘柄牛と
比較した場合、出荷頭数が少ない状況であり、長崎
和牛生産者の加入促進により出荷頭数の拡大を図る
ことが必要である。

長崎農産
物商品力
強化事業

関西地域の地域中核量販店
を中心に試食宣伝ＰＲやフェ
アを実施するとともに、卸関
係者との情報共有を図り、販
売環境の適正化に努めた。
また、地域中核量販店の協
力のもと、プレゼントキャン
ペーン（圏域キャンペーン）や
売場コンテストの実施によ
り、本県農産物の魅力を消費
者に訴求する取組を実施し
た。

改善

ながさきの
米消費拡
大対策事
業費

県産米の消費拡大及び米食
の推進を図るため、各種イベ
ントでの試食ＰＲや卸と連携
した田植え体験など食育活
動を実施するとともに、普及
啓発資材の製作や、米消費
の裾野拡大を目的とした米
粉の利用方法など普及啓発
を実施した。

改善

本県は米の生産量に対して、消費量の方が多い米消
費県であり、県内が主な消費地である。県産米の相
対取引価格は全国平均価格より高く取引されてお
り、ブランド米出荷量は作柄により変動するが、県
内で消費することが県産米の価格を下支えしている
状況は変わりがない。今後とも長崎県民に県産米を
消費してもらうべく、若い世代を中心とした料理教
室でのPR、イベントでのPRを引き続き行うととも
に、新たな県民米としての面積拡大が期待できる高
温性耐性品種である新品種「なつほのか」の消費拡
大に向けたPR手法等について関係団体と協議しなが
ら検討していきたい。



林政課

農産加
工流通
課

農産加
工流通
課

農産加
工流通
課

本県における木材の需要先の過半は住宅分野におけ
る利用であり、プレカット工場の木材取扱いも住宅
関連が多いため、プレカット工場と工務店が連携し
て行う住宅内覧会等のPRを広げるよう、関係者との
協議を行うことで住宅分野での県産材の需要拡大を
図り、県内プレカット工場の県産材取扱い割合を増
やしていく。

平成30年度も引き続き国の補助金・交付金を活用し
た支援体制のスキームにより事業を継続し、六次産
業化・地産地消法の総合化事業計画の認定を受ける
農林漁業者の掘り起こしを行い計画策定を支援する
とともに、６次産業化に取り組む人材の確保・育成
に向け、国の交付金を活用して研修会等を実施す
る。
また、総合化事業計画認定事業者等の取組に対する
支援として、国のハード・ソフトの交付金を活用す
るとともに、６次産業化プランナー等と連携した商
品のブラッシュアップや販売支援等を行うことによ
り、さらなる６次産業化の推進を図る。

ながさき県
産材流通
拡大事業
費

地域材供給倍増協議会を核
として、需給マッチング体制
の構築のための情報共有や
公共木造施設への県産材供
給の協議、製材工場の技術
向上、県産材を活用したCLT
（直交集成板）の生産体制の
研究・普及に向け研修会等を
実施した。
　また、中国への輸出の拡大
に向けて、福岡県、佐賀県と
の連携出荷について協議を
行うとともに、新たな輸出対
象国としてベトナムに着目
し、輸出に意欲のある事業体
と現地情報収集、商談を行っ
た。

改善

ながさき農
産物輸出
促進事業
費

農業法人等会員の輸出促進
に向けたテスト輸出や海外バ
イヤーの産地招聘によるマッ
チングの支援、市場機能を生
かした仲卸業者と連携した輸
出拡大の取組に加え、海外
量販店でのフェアの開催や
オール九州・オールジャパン
と連携した取組により、輸出
拡大を図った。

改善

輸出額は伸びている半面、協議会会員の輸出取組数
は伸び悩んでいることから、輸出に取組む会員の増
加の取組を進めるとともに、協議会運営の改善を図
るため、30年度中に国庫補助金の活用や協議会会員
から負担金を徴収する仕組みへ移行するよう合意形
成を図り、新たな体制で輸出拡大に取組む。

６次産業化
ネットワー
ク推進事業
費

6次産業化の推進を行う6次
産業化サポートセンターを設
置し、プランナー派遣による
事業計画支援、商品開発及
び販路拡大の支援等を行うと
ともに、新たに6次産業化を
目指す事業者の育成に向け
研修会、個別相談会を実施し
た。また、九州が一体となっ
た取組として商談会等を実施
した。

改善

長崎四季
畑ブランド
推進事業
費

長崎県農産加工品認証制度
「長崎四季畑」の認知度向上
と販路拡大、商品力向上に
つながる支援を行う。
１．長崎県ブランド農産加工
品認証制度の運営
２．「長崎四季畑」認証商品
の販路拡大
３．「長崎四季畑」認証商品
の県民認知度向上対策

改善

平成30年度より、今までの県外への販路拡大に加
え、県内に「長崎四季畑」常設販売コーナー設置店
舗を設け、販売支援を強化しているところであり、
引き続きコーナー設置の働きかけを進め、認知度向
上と販売額の増加に努める。
「長崎四季畑」のブランド強化のため、認証商品数
を増やし、アイテムを充実させていくとともに、今
後は、それぞれの商品の生産規模やコンセプト等に
より、県外、県内に整理しながら、きめ細やかな販
路開拓・拡大を実施する。



農政課

農業経
営課

農山村
対策室

　事業群：②品目別戦略を支える加工・流通・販売対策②

評価対象事業件数

6件 ３１年度の方向性

拡充 改善 統合 縮小 廃止 終了 現状維持

4

33% 67%

2

見直しの方向

長崎県知
的財産活
用推進事
業

本県農産物ブランド化推進を
目的に、新規性、独創性の高
い研究開発から生み出され
たばれいしょ、きくなどの新品
種について、品種登録出願と
実施許諾契約を行なった。

改善

知的財産の取得・活用を有効に進めるため、知財が
発生した段階で農政課・農産園芸課・農林技術開発
センター等県関係部局や知財を活用する農協や生産
者等外部関係者とも協議を図り、生産現場のニーズ
と乖離を生じないよう、研究の計画段階から新品種
などの知財開発の方向性を明確にする。

主な評価
対象事業

事業
所管

事業内容
（事業の実施状況）

見直し
区分

長崎ECOひ
いき農産物
支援事業
費

国際水準のGAP（農業生産
工程管理）取組を実践する農
業者やその指導にあたる人
材の育成に取り組んだ。
　また、こだわり農産物であ
る有機・特別栽培農産物を生
産する農業者の栽培技術等
資質向上を図った。

改善

国際水準GAP指導に対応できる人材を確実に養成す
るため、対象者リストの作成と計画的な研修等の実
施により目標とする指導員数を確保する。また、国
際水準GAPの取組を実践する農業者やこだわり農産
物である有機・特別栽培農産物を生産する農業者を
育成する。平成22年度に策定した県有機農業推進計
画の改定のため、情報収集、農業者･流通事業者･関
係機関等による検討を行う。

　事業群：③地域資源を活用した農山村地域の活性化

評価対象事業件数

2件 ３１年度の方向性

拡充 改善 統合 縮小 廃止 終了 現状維持

2

主な評価
対象事業

事業
所管

事業内容
（事業の実施状況）

見直し
区分 見直しの方向

100%

未来へつな
ぐグリーン・
ツーリズム
発展事業

都市と農村の交流を通じて地
域の活性化を図るため、滞在
型グリーン・ツーリズムの推
進に向けた受入体制づくり、
地域の農林業、農産物や農
産加工品と食や伝統文化、
歴史などの地域資源を総合
的にコーディネートできる人
材の育成や情報発信などの
活動支援を実施した。

改善

新たな体験民宿開業者の掘り起こしを行うととも
に、既存の体験民宿及び体験メニューについて、集
客力アップに繋がる改善を図るための研修会の開催
や訪日外国人の受入に対応できる組織づくり、ま
た、組織間の連携を図ることで、団体客の受入や新
たな魅力の創出に繋げる。さらに、県内外に向け
て、グリーン・ツーリズムの組織及び体験メニュー
のＰＲに取り組んでいく。



農山村
対策室

森林整
備室

農地利
活用推
進室

農地利
活用推
進室

ながさき地
産地消活
性化支援
事業費

地産池消を推進するため、生
産･販売体制の強化、消費の
拡大、県産品に対する県民
意識の醸成、生産者と飲食
店等とのマッチング等を実施
した。

改善
31年度は30年度と同様のセミナーを実施するととも
に、30年度に参加した直売所に対して、計画目標の
達成に向けた個別のフォローアップを行う。

　事業群：④担い手確保のための生産基盤の整備

評価対象事業件数

9件 ３１年度の方向性

拡充 改善 統合 縮小 廃止 終了 現状維持

3 6

本事業は担い手への農地利用集積・集約化を推進す
るためには最適の事業である。全ての都道府県で実
施されており、継続して本事業を実施し、引き続
き、農地中間管理事業の周知と出し手情報の収集を
行う。また、産地部会等を重点地域とし事業を推進
する。

67%

主な評価
対象事業

事業
所管

事業内容
（事業の実施状況）

見直し
区分 見直しの方向

33%

林業成長
産業化総
合対策事
業

高性能林業機械の導入、林
業専用道の整備を支援し、搬
出間伐の実施の促進を図っ
た。

改善

平成３１年度においても引き続き事業を実施しなが
ら、木材の生産量を増大させるために高性能林業機
械等の導入を支援し、再造林のための苗木供給体制
の整備に取り組み内容の充実を図っていく。

農地中間
管理機構
事業促進
対策費

農地中間管理事業の実施主
体である（公財）長崎県農業
振興公社の運営費を助成し
た。また、農地の出し手や地
域に対する支援として機構集
積協力金を交付した。

改善

長崎県耕
作放棄地
解消総合
対策事業
費

耕作放棄地を解消して営農
利用する農業者に対し、解消
や土づくり費用を助成した。
また、国の事業の耕作放棄
地再生利用緊急対策事業を
活用して基盤整備を実施す
る場合、その事業費を助成し
た。

改善

本事業は耕作放棄地を解消して営農利用する農業者
に対し、解消や土づくり費用を助成するものである
が、国の事業を活用して、農地中間管理事業も活用
しながら、耕作放棄地解消・発生防止に向けた地域
の取り組みを支援し、意欲ある経営体へ農地の集
積・集約を促進する。



森林整
備室

　施策：（４）地域の活力と魅力にあふれる農山村づくり

　事業群：①地域の活力と魅力にあふれる農山村づくり

※本事業群は地域別・品目別・産地別に生産・流通・販売対策・担い手対
策を組合わせた取組をすすめ、農林業・農山村全体の所得向上を図るとい
う農林業全体に関わるものであり、具体的な事務事業の取組実績について
は、他の事業群の中で評価。

　事業群：②農山村地域の暮らしを支える環境整備①

評価対象事業件数

3件 ３１年度の方向性

拡充 改善 統合 縮小 廃止 終了 現状維持

3

　事業群：②農山村地域の暮らしを支える環境整備②

100%

主な評価
対象事業

事業
所管

事業内容
（事業の実施状況）

見直し
区分 見直しの方向

自然災害
防止事業
（県営、補
助営）

地域防災計画に搭載されて
いる災害危険地、または山地
災害危険地域内で発生した
山地災害を復旧し、または災
害発生を防止するため治山
施設整備を実施し、地域住民
の安全を確保した。

現状維持

豪雨等により発生した山地災害に対して、緊急度が
高くかつ国庫補助対象とならない（保全対象10戸未
満）箇所に迅速に対応し、農山村地域の安全な暮ら
しを守るため、防災上必要な事業である。

評価対象事業件数

14件 ３１年度の方向性

拡充 改善 統合 縮小 廃止 終了 現状維持

1 5

57% 7% 36%

8



農山村
対策室

農山村
対策室

森林整
備室

農山村
対策室

農山村
対策室

見直しの方向

鳥獣害に強
い地域づく
り推進事業

「防護」「棲み分け」「捕獲」の
3対策の地域ぐるみでの取組
みを進めるため、市町が取り
組む事業への補助を行なうと
ともに、イノシシ被害の大きな
地区や被害防止が不十分な
地区において、集落環境点
検をもとにした被害防止対策
の総合的な実施を支援した。
あわせて、近年増加している
野生動物の市街地出没に対
し、対応体制の整備を図っ
た。

改善

平成31年度においては、3対策の継続を柱に、防護
柵の維持管理や捕獲を地域住民が自主的に、集落ぐ
るみで行なう持続的な体制づくりを行なう。
あわせて、３対策の効果と効率をより高めるため、
加害と繁殖を行なうイノシシ成獣を中心とした捕獲
を進める等の見直しを行う。
また、イノシシ食肉利用施設の衛生管理等の研修を
行ない、良質な肉の安定確保、供給体制の整備や流
通先の確保などを進めるとともに、食肉利用が困難
な個体については飼料等原料への活用を図る。

主な評価
対象事業

事業
所管

事業内容
（事業の実施状況）

見直し
区分

野生鳥獣
管理事業

イノシシやシカなど生息数が
増加し、被害が深刻化してい
る野生鳥獣の管理のため、
捕獲技術の向上や生息数の
把握を行った。また、新たな
捕獲の制度である指定管理
鳥獣捕獲等事業を活用して、
シカの集中的な捕獲に取り
組んだ。

改善

引き続き、ニホンジカの生息密度についてのモニタ
リング調査を実施する。
また、環境省の交付金事業である指定管理鳥獣捕獲
等事業を実施し、特にニホンジカについては第二種
特定鳥獣管理計画に掲げる生息密度の削減目標に基
づき、より効率的な捕獲方法を導入する。
　更に、指定管理鳥獣捕獲等事業の実施にあたって
は、事業完了後も地元の捕獲体制や捕獲技術の向上
に繋がるように、市町や地域住民と密に連携を取り
ながら進めていく。

緊急捕獲
等実践事
業費

シカ被害が深刻な地域にお
いて、林業関係者が主体とな
り広域的な捕獲と防除や行
動把握をモデル的に実施し
た。

終了 終期到来により終了

中山間地
域等直接
支払費

中山間地域等において、農
業生産活動を継続的に行う
ため、耕作放棄地の発生防
止や多面的機能の確保を図
る取組に対する支援を行っ
た。

改善

中山間地域等直接支払制度の取組推進に向け、H30
年度に引き続き、H31年度も同様に市町と連携し、
集落への取組推進・集落の広域化等に向けて働きか
けを行う。また、取組面積の拡大として、多面的機
能支払のみに取組んでいる組織に対して、新規取組
の推進を行っていく。

多面的機
能支払事
業

地域共同で行う農業・農村が
有する多面的機能の維持・
発揮を図る活動や、地域資
源の質的向上を図る活動の
支援を行った。

改善

平成30年度は多面的機能支払交付金に制度改正後、
活動期間終期の５年目となる。終期を迎える活動組
織に対して活動の継続を促すため、市町と連携して
活動組織に対する指導・助言を行うこととし、取組
継続断念の主原因である事務の担い手不足に対し
て、担い手の確保を目的とした活動組織の広域化に
ついても推進していく。また、広域化を図るととも
に、事務の簡素化、活動組織間での共同活動の連携
を行う広域組織の体制形成の推進を行なっていき、
活動組織の再取組、中山間地域等直接支払のみに取
組んでいる集落に対する本制度への新規取組による
取組面積の拡大を図っていく。



農山村
対策室

林政課

林政課

林政課

中山間ふる
さと活性化
基金

農地や土地改良施設の利活
用を基本とする地域住民の
共同活動（地域住民活動）
や、この活動を推進する人材
の育成、都市住民も含めた
保全活動などの支援を行っ
た。

改善

事業実施地区において近傍地区と比較で、人口減少
に効果がある地区や事業終了地区で終了後に数値が
悪化している地区があることから、事業実施により
住民活動の推進や組織の維持等に一定の効果が認め
られる。事業終了後においても活動が継続する体制
等の構築や体制強化が必要であるとともに、事業実
施地区においても、さらに効果拡大に向け、イベン
ト等の対策に留まらず、集落維持に効果的な事業内
容の検討、調査（特に人的資源）を行い、H31年度
は、検討・調査結果に基づき、集落毎に充実した支
援を行い、地域住民の共同活動（地域住民活動）等
の活性化を図る。

ながさき森
林環境保
全事業

伐捨間伐や作業路開設に対
する補助を行うことで、未整
備森林の解消が図られた。

改善

平成31年度から国の環境譲与税（仮称）を財源とす
る事業実施が可能となる予定。現在、具体的な税の
使途が国から提示されていないため、使途が明示さ
れた段階で本事業のあり方について再検討を行う。

保安林等
整備管理
事業

森林が有する水資源のかん
養や山地災害の防止など、
公益的機能が持続的に発揮
できるよう、健全な森林の育
成を図るために、公益上重要
な森林を開発から守るため
の法的網を被せるとともに、
事業実施の法的根拠となる
保安林の指定を行った。

改善

保安林制度は、森林が有する公益的機能の維持増進
を図るものであり、本事業の重要性は高い。
水源かん養や山地災害防止機能等が高い森林を保全
し、その維持・機能の発揮を図るため、保安林指定
を推進する。
このため、引き続き、山地災害危険地区及び水源か
ん養等公益的機能の高い森林に重点を置き、森林の
整備と併せて保安林指定の推進を図る。
なお、平成31年度の指定予定地調査に先立ち、従来
の単年度計画を見直し、平成31年度以降３ヵ年の指
定計画表を作成し、目標達成に向けた調査箇所の円
滑な確保を行うこととする。

ながさき森
林環境保
全事業

市町や森林ボランティア団体
が行う森林づくり活動を支援
することで、森林に対する意
識の醸成を図った。

改善

県民参加の森林づくり事業や市町と連携したふるさ
との森林づくり事業は、森林ボランティアの育成、
森林に対する県民意識の醸成に効果的であることか
ら、引き続き事業を推進するとともに、県民や子ど
もたちへの森林教育・木育のより一層の推進を図
る。また、国の環境譲与税（仮称）について、具体
的な税の使途が提示された段階で、事業の再検討を
行う。


